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 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 10 April 2020

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 14 : 00 29

May 2020 (tenders brought or submitted by

mail : 14 : 00 29 May 2020)

 Contact point for tender documentation :

NAKAZATO Kiyoshi, Accounting and Pro‑

curement Division, General Affairs Depart‑

ment, Kanto Regional Development Bu‑

reau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism ; 557 Kitana‑
kadori, Naka‑ku, Yokohama‑city, Kana‑

gawa‑pref 2318436 Japan TEL 045
2117413

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本工事は、電子契約システム対象案件で
ある。
令和２年３月 11 日
支出負担行為担当官
中国地方整備局副局長 富岡 誠司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
〇第 12 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 福山港箕沖地区岸壁（－10ｍ）築
造工事（電子入札対象案件）（電子契対象案件）
 工事場所 広島県福山市箕沖町地先
 工事内容 本体工（ジャケット式）１式

付属工 １式
なお、詳細は入札説明書を参照すること。

 工期 契約締結日から令和３年６月30日ま
でとする。
 本工事においては、競争参加資格確認申請
書（以下「申請書」という。）、競争参加資格
確認資料（以下「確認資料」という。）及び技
術提案書等の提出、入札等を電子入札システ
ムで行う。なお、電子入札システムによりが
たいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式
に代えることができる。

 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
 本工事は、入札時に「ジャケット本体の品
質向上のための施工上の工夫に関する技術提
案」及び「施工の省人化又は効率化により生
産性を向上させるための施工上の工夫に関す
る技術提案」を受け付け、価格以外の要素と
価格を総合的に評価して落札者を決定する総
合評価落札方式「技術提案評価型Ｓ型」の適
用工事のうち、品質確保のための体制その他
の施工体制の確保状況を確認し、施工内容を
確実に実現できるか否かを審査し、評価を行
う施工体制確認型総合評価方式の試行工事で
ある。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価落札方式の提案範囲を
除く。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事の入札において、低入札調査基準価
格を下回る金額で持って応札が行われた場合
は、不当廉売の疑いがあるものとして公正取
引委員会に報告することがある。
 本工事は、当局が設定する調査基準価格を
下回る価格で入札を行った者のうち、その者
の申込みに係る価格の積算内訳が当局が定め
た基準を満たさないもの等に対して特別重点
調査を実施する工事である。（入札説明書参
照）
 本工事は、申請書、確認資料及び技術提案
書等を提出した者に対し、見積参考資料（金
抜き設計書）を開示する試行工事である。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者を専
任で補助する技術者（以下、専任補助者とい
う。）を配置することで、現場経験の少ない若
手技術者の育成を図る「若手技術者登用促進
型」の試行工事である。なお、専任補助者の
配置については、申請書の提出者が選択でき
るものとする。

 本工事は、発注者が想定する標準工程を提
示する試行工事である。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」、「働き易い
職場環境の整備」及び「担い手育成活動を実
施」について、成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正の試行工事の対象とし、日最高気温の
状況に応じた現場管理費の補正を行う対象工
事である。
 本工事は、以下の通り、復興歩掛・復数
を適用している。
１）復興歩掛について
【対象歩掛】土工に関する歩掛
【補正内容】作業日当たり標準日当たり作業
量を20％低下する補正補正後の作業日当た
り作業量＝作業日あたり標準日当たり作業
量×08
２）復興係数（間接工事費の補正）について
【補正係数】「港湾請負工事積算基準」等によ
り各工種区分に従って対象額毎に求めた共
通仮設費率及び現場管理費率に、それぞれ
次の補正係数を乗じるものとする。【共通仮
設費：11現場管理費：11】

 本工事は、令和２年度本予算成立日以降、
当該工事に係る予算事務手続が整った場合に
ついてのみ開札を行うものとするため、予算
成立の事情おにより本工事の入札日及び開札
日を変更又は取消すことがある。
 本工事における予定価格の作成にあたって
は、令和２年３月から適用する公共工事設計
労務単価を適用する。

２ 競争参加資格
本工事の一般競争入札に参加するためには
からに示す要件をすべて満たさなければなら
ない。次に掲げる条件を満たしている者により
構成される特定建設工事共同企業体、経常建設
共同企業体又は単体有資格業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争
に参加する場合は、別に公示する特定建設工事
共同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。

 中国地方整備局（港湾空港関係）における
港湾土木工事に係る令和１・２年度一般競争
参加資格の決定を開札の時までに受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、当該地
方整備局副局長が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再決定を受けているこ
と。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者、単体
有資格業者又は経常建設共同企業体にあっ
ては、中国地方整備局（港湾空港関係）に
係る港湾土木工事に係る一般競争参加資格
の決定の際に算定した客観点数が、1150
点以上の者であること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手
続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、中国地方整備局副
局長が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再審査の際に算定した港湾土木工
事における客観点数が、1150点以上の者
であること。）。
 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、中国地方整備局（港湾
空港関係）における港湾土木工事に係る一
般競争参加資格の決定の際に算定した客観
点数が、850点以上の者であること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、中国
地方整備局副局長が別に定める手続に基づ
く一般競争参加資格の再審査の際に算定し
た港湾土木工事における客観点数が、850
点以上の者であること。）。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（の
再決定を受けた者を除く。）でないこと。
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